
局 部 課

3 年度

9
10

当該指標を選定した理由 事業を周知することで、当事業を行う園の増加につながると考えられるため。

目標値の設定根拠・算出方法 各年度における認定こども園・保育所の施設数を設定している。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 - - 127
実績値 - 120
達成率 - -

目標値の設定根拠・算出方法 地域の子育て家庭を主な対象とした地域活動や子育て支援事業の実施施設数

実績値 107 85
達成率 93% 71%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 
終了（予定）年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

地域活動・子育て支援事業実施施設
数

施設
目標値 115 119 127 127

当該指標を選定した理由
補助事業の項目の一つに地域活動が対象の項目があり、当該始業が補助事業の成果並びに事業目的の
達成の目安となるため

令和元年度 令和2年度 令和3年度

認定こども園・保育所への事業周知 施設

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容
（目的を達成するための手
段）

※スケジュール、実施方法・手
段、事業規模・回数など

子どもの処遇向上、配慮を要する子どもへの対応及び地域の子育て家庭への支援等に取り組む民間認定こども園・保
育所に対し、運営に要した経費を補助する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 民間認定こども園・保育所

※国・府の基準より上回って実
施した内容を具体的に記載

6 事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

民間の認定こども園・保育所を利用する子ども及びその保護者。地域の子育て家庭。

公民連携・協働事業

7 事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

保育内容の充実及び要配慮児童への対応並びに地域の子育て家庭への支援を実施することで、安心して子どもを生み
育てられる環境を整える。

5 事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

民間認定こども園・保育所

終了（予定）年度 令和 7 年度

2 関連計画

事業開始年度 昭和 48

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs
未来都市

計画

施策
との
関連

有・無

寄与
する
KPI

ゴール

有・無 指標名

実施根拠
児童福祉法、子ども・子育て支援法

（根拠法令、条例等）

指標名 ―
―
4.2

―

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

取組の方向性 ②多様で質の高い教育・保育サービスの提供

ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット

寄与
する
KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

有 取組 安全安心で質の高い幼児教育・保育の提供、小学校教育との連携

事業の位置付け

1

堺市基本
計画
2025

施策
との
関連

有・無 戦略

事務事業名 民間認定こども園・保育所運営補助事業 事業番号 014-097

担当部署名 子ども青少年 子育て支援 幼保推進

令和３年度　事務事業評価シート（１）
[ 令和2年度事務事業 ]

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業



（ ）

14

15

うち
一般財源

R3 予算

単位区　　分 令和元年度
107

24,996
233,608

令和2年度
85

15,863
186,624

R3 予算

R2

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
当該事業を実施することにより、保育教諭等職員の体制の充実が図られ、保育内容の充実及び要配慮児童への対応に寄与している。また、施設主
体の地域活動を補助することで、地域の子育て家庭への支援に繋がり、安心して子どもを生み育てられる環境を整えることに寄与している。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の対策の為、地域活動の実施を中止している施設が多数あり、補助対象の施設数が減少した。次第に実
施を再開する施設も増えつつあり、堺市・大阪府の感染抑制状況に応じて施設数も引き続き変動する見込み。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位
② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

R2 決算 R2 決算

① 地域活動・子育て支援事業の補助対象となる施設 施設

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

R3 予算 R3 予算

R2 決算 決算

R2 決算 R2 決算

民間社会福祉施設産休等代替
職員費補助金

R3 予算 R3 予算

民間認定こども園・保育所運営補
助金

R2 決算 2,137,386 1,962,849 R2 決算

事業費

R3 予算 2,250,118 2,028,569 R3 予算

16

事
業
費
内
訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R2 決算

R3 予算 7,257 7,257 R3 予算

R2 決算 3,419 3,419

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 1,931,543 2,286,448 2,371,093 2,149,866 2,266,435

事業費の内訳 （単位:千円）

一般財源 1,748,981 2,068,006 2,130,802 1,962,849 2,028,569

人件費  （ｂ） 8,260 8,180 9,060 9,060 9,060

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他

財
源
内
訳

国支出金 127,503 158,002 155,625

1,923,283 2,278,268 2,362,033 2,140,806 2,257,375

120,255 154,057

府支出金　 46,799 52,260

決算 決算 予算 決算 予算

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位:千円）

事業費  (a)

75,606 57,702 74,749

市債

事務事業名 民間認定こども園・保育所運営補助事業 事業番号 014-097

令和3年度　事務事業評価シート（２）


